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No.33２
首都直下地震に備える。

10月24日（金）13：30～15：30
「東京都の直下地震被害想定から

読み解く自治体の対策と課題」
 

講師 :  中林一樹（なかばやしいつき）さん
 

東京都立大学名誉教授

参加費：１，０００円（会員は無料）

「（仮）巨大地震と自治体の情報伝達を考える。」

講 師：中村功さん（東洋大学教授） 
日 時：2025年 11月14日（金） 午後1時30分～3時30分
会 場：アルカディア市ヶ谷 4階 飛鳥
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No.333

アルカディア市ヶ谷（私学会館）

千代田区九段北４－2－25 TEL 03-3261-9921

ＪＲ中央線・有楽町線・南北線・新宿線 市ヶ谷駅より
徒歩２分

会 場

6階阿蘇東

東京都は2022年5月に「東京都の新たな被害想定～首都直下地震等による東京の被害想定～」を公表しまし
た。この想定によると、都心南部直下地震（M7.3）が発生した場合、震度6以上の揺れが区部の約6割に及び、
建物被害は約19万4千棟、死者は約6千人に達するとされています。
また、多摩東部直下地震、大正関東地震、立川断層帯地震、そして南海トラフ巨大地震など、様々な大規模

地震の被害想定がなされており、いずれのケースでもインフラやライフラインに甚大な被害が出ることが予測
されます。その復旧活動はもちろんのこと、帰宅困難者への対応、避難所における食料や水の配給、医療、衛
生といった多岐にわたる問題が発生します。いつか必ず起こる大規模地震への備えは、各自治体にとって最も
優先度の高い政策の一つとして位置づけられています。今回の月例フォーラムでは、この首都直下型地震をは
じめとする大地震に対し、自治体としてどのように備えるべきかをテーマに学びます。
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